
 

別紙１ 
              バラ交流館指定管理業務仕様書 
 
 バラ交流館の指定管理については、村山市都市公園条例及び関係法令の定めによるほか、こ

の仕様書による。 
 
１ 施設の概要 
（１）名称：バラ交流館 
（２）所在地：村山市楯岡東沢２番１６号 
（３）施設概要等 

・建築年  平成１０年 
・構造  木造 ２階建て（一部鉄筋コンクリート造） 
・敷地面積      ９，５２８㎡ 
・建築面積（延面積）   ３６７．７４㎡ 
・施設内容  休憩棟１・展示棟２・通路. 

（４）開館期間･利用時間 
・４月上旬から１０月下旬 
・午前９時から午後５時までを基本とする。指定管理者は、必要があると認めるときは、あ

らかじめ市長の承認を受けて、開始期間や使用時間を変更することができる。 
（５）休業日 

・前項の規定にかかわらず、指定管理者は、必要があると認めるときは、あらかじめ市長

の承認を受けて、使用時間を変更し、又は臨時に休業することができる。 
 
２ 管理運営の基本方針 
（１）施設の設置目的に沿った維持管理を行うこと。 
（２）公の施設として利用者の平等な利用の確保が図られること。 
（３）利用者へのサービス向上と安全の確保に努めること。 
（４）利用者の増加に努めること 
（５）法令を遵守すること 
（６）経費の節減に努めること 
 
３ 指定管理者が行う業務の内容 
（１）施設及び設備の維持管理に関する業務 
  ①確認及び対応 

施設内外の設備等に関して日常的にその状況を確認するとともに、事故等が発見された

場合は、直ちに対応措置を取るものとする。 
  ②修繕及び整備 

施設の修繕等の必要が生じた場合は、市長に報告し、簡易の修繕及び整備は、指定管理

者が実施するものとする。これに係る経費は、協定で定める。 
③保守管理に係る各種業務 

指定管理者は、次に掲げる各種の業務を行うものとする。 
この業務は、自らの団体が実施できない業務を第三者に委託できるものとし、施設の維

特等のために必要とする場合は、市長の承認を得て業務の内容を変更することができる

ものとする。 
○清掃業務…日常的清掃を行い､施設､設備等が常に衛生的な状態を保たれるようにする。 
○保安警備業務…防犯、防火及び防災に万全を期し、防火管理者を選任し、法令に基づ



 

く防火体制を整えること。なお、夜間の保安警備は、機械警備方式を採用する。 
 ④開閉設業務 

   ・給水設備開閉栓を行うこと。 
・冬期雪害対策を行うこと。 

（２）利用者サービスに関する業務 
  ①常時施設の見回り等を行い、利用者に不便をかけないよう点検を行う。 
（３）利用促進に関する業務 
  ①自主的事業の取り組みのほか、各種団体に利用促進のＰＲを行う。 
  ②その他有効な利用促進に取組むこと 
（４）安全対策業務 

施設利用者の生命及び財産の安全を確保するために非常事態に備え、消火、通報、避難

誘導等の対応ができる体制を整備するものとする。 
（５）報告業務 
  次に掲げる報告を市長に行うものとする。 
  ①事業報告書、精算書、提出を求めた書類などの報告内容 
  ②臨時報告（事故等の報告、一報後に書面で行う内容） 
（６）その他市長が定める業務 

市が主催、支援する行事等への協力 
 
４ 人員の配置及び就業等 
（１）業務責任者の配置 
  指定管理業務を統括的に管理する業務責任者、防火管理者の有資格者を配置すること。 
（２）就業・服務 

①施設に勤務する職員の勤務時間は、施設の運営に支障のないよう、予め定めておくこと。 
②施設が公共施設であることを自覚し､利用者に接するときは言語､態度を端正にするこ

と。 
 
５ 情報の公開 

指定管理者が職務において作成し、又は取得した管理施設に関する文書等について、指定

管理者はその公開に努めるなど、村山市情報公開条例を遵守しなければならない。 
 
６ 秘密の保持 

指定管理者と指定管理業務に従事する者は、職務上知り得た秘密を他に漏らしたり、自己

の利益のために利用したり、不当な目的に使用してはならない。その職を退いた後も、同

様とする。 
 
７ 業務実施にあたり指定管理者が行う事項等 
（１）管理責任の備え 

管理責任に係る保険等は、指定管理者が加入する。 
（２）業務実施前の準備 

指定管理者の決定を受けた者は、円滑に業務が行えるよう、業務実施前に事前準備を行

なうとともに、市長の立会いのもとに必要な引継ぎを受けるものとする。 
（３）指定終了時における措置等 

指定期間の終了、指定の取消しにより指定管理者の指定が終了となる場合は、次期指定

管理者が円滑かつ支障なく業務を遂行できるよう、業務の引継ぎを行うとともに、必要

なデータ等を遅滞なく提供しなければならない。また、市長が認めるものを除き、指定



 

が終了となる者の費用負担で、原状回復措置を行わなければならない。 
（４）関係機関との連絡調整 

本市の関係各課、その他関係機関との連絡調整を図り、適正かつ円滑な施設の管理運営

に努めるものとする。 
 
８ 指定管理に係る経費 
（１）指定管理料の額等 

指定管理者の業務を実施するために必要な経費は、指定管理者が応募の際に提示した経

費額を基に、その額及び支払方法等を協定で定めて指定管理者に指定管理料として支払

う。 
（２）指定管理料の対象となる経費 

対象の経費は、施設の管理運営に係る次のとおりの経費とする。 
①管理費…人件費、施設の維持管理に要する経費（警備業務、消防設備保守点検） 
②運営費…消耗品費、印刷製本費、光熱水費､上下水道、電話料、修繕料及び廃棄物 

処理手数料 
（３）指定管理料の管理 

指定管理者は、指定管理に係る帳簿を備え付け、適正に管理する。 
 
９ 業務の検査 

市長は、随時に施設の管理運営の業務に係る検査を行うことができるものとし、指定管理

者は、これに協力しなければならない。 
 
１０ 指定の取消し等 

市長の指示に従わない場合、又は指示によっても業務内容の改善が見られないと認めた場

合は、指定を取消し、又は業務の全部若しくは一部の停止を命じることができるものとす

る。また、次の事由により管理運営業務の継続が困難となった場合は、指定管理者の指定

を取消すことができるものとする。 
  ①指定管理者の責めに帰すべき事由による場合 

指定管理者の責めに帰すべき事由により市が損害・損失を被った場合は、市は指定を取

消すものとする。指定管理者は次期指定管理者が円滑かつ支障なく、管理運営業務を遂

行できるよう、引継ぎを行うものとする。 
②当事者の責めに帰すことのできない事由による場合 

不可抗力等、市及び指定管理者双方の責めに帰すことのできない事由により業務の継続

が困難になった場合は、事業継続の可否について協議するものとする。一定期間内に協

議が調わないときには、書面で通知することにより協定を解除できるものとし、市は指

定を取消すものとする。その際、指定管理者は次期指定管理者が円滑かつ支障なく、管

理運営業務を遂行できるよう、引継ぎを行うものとする。 
 
１１ 市に損害を与えた場合の賠償 

指定の取消し、業務の停止、指定管理者が施設を損傷した場合等により、市に損害を与え

た場合は、これを賠償しなければならない。 
 
１２ その他 

この仕様書及び指定管理者と協定する協定事項に定めのない事項があった場合、又はこの

仕様書を変更する必要が生じた場合は、指定管理者と協議のうえ、市長が定めるものとす

る。 


